License Agreement

Ａ社,Inc. (hereinafter referred to as “A”) and Nippon Software Service Limited (hereinafter referred to as “B”) hereby enter into an agreement (hereinafter “this Agreement”) with the outline and provisions set forth below concerning the licensing of the database (hereinafter “this DB”) specified under Item 1 of the agreement outline (hereinafter “Outline”).

[Outline of Agreement]

	1.

	Name and description of this DB
	:
	電話帳データベース「Bellemax」（個人版）

	2.
	License fee
	:
	年間6,600,000円（55万円×12ヶ月）但し，消費税額を除く（注）。

	3.
	初回提供日
	:
	

	4.
	Maintenance
	:
	

	
	(1)

(2)
	Maintenance period

Maintenance fee
	:

:
	初回提供後、毎月１回、日時については、甲乙間で合意がない場合には、乙が指定する。
上記使用料金に含む

	5.




	Purpose of use




	:




	甲が提供するeIDV (electronic identity verification）〔電子個人認証〕サービスに利用するため、オンライン上で個人が何らかのサービスに加入したり、商品を購入したりする際、サービス提供者側が、その個人が実際に存在するか否かを入力された情報と甲のデータベースをマッチングすることで事前に確認するためのサービス

	6.
	Term of agreement
	:
	From                       to                      



   Note)	上記料金には消費税額等は含まれておらず、甲が乙に対して支払うべき合計金額は、上記利用料金に別途消費税等（利用料金の10パーセント）を加算するものとします。

In witness whereof, A and B hereto have executed this Agreement in duplicate by placing their signatures and seals thereon and each party shall keep one of the originals.

Date: 

(A)	(B)
				   	   Nippon Software Service Limited
By: ______________________________	   By: _________________________________
Title: ____________________________	   Title:President & Chief Executive Officer
Print Name: _______________________	   Print Name: Shinjiro Nakagawa


[Provisions of Agreement]

Article 1 (General Provisions)
Pursuant to this Agreement, B shall grant A a non-exclusive right to use this DB. 

Article 2 (Consideration for License)
1   本契約に基づく本ＤＢの使用許諾に基づき、甲が本ＤＢを利用し生じる料金要綱中、使用料金及び保守料金をいい、以下まとめて「使用料金等」といいます。）については、本契約要綱第２項及び要綱第４項(2)に定める料金の合計額に消費税を加えた額とします。
2	B shall not refund the consideration for license under the preceding item even after the termination of this Agreement.

Article 3 (Maintenance)
Maintenance is defined as the delivery of an updated version of this DB. With respect to maintenance, any update shall take place in accordance with the maintenance period specified in Item 4 of the Outline.

Article 4 (Restriction on Use)
1   甲は、本契約で定める使用目的の範囲外で本ＤＢを使用してはならないものとします。
2	本ＤＢを定められた使用目的以外に使用する場合、別途甲乙協議のうえ、使用目的につき書面（契約書、覚書等）により合意した上で、これを使用するものとします。

Article 5 (Payment Method)
1 　使用料金等の支払方法は、以下の通り４回の前払いとします。なお、本契約第12条の但し書きに基づき本契約が延長された場合もこの支払方法に準ずるものとします。
(1)第１回目：1,650,000円を１回目のデータ納品前
(2)第２回目：1,650,000円を契約開始から３ヶ月目の終了前まで（４ヶ月目が始まる前）
(3)第３回目：1,650,000円を契約開始から６ヶ月目の終了前まで（７ヶ月目が始まる前）
(4)第４回目：1,650,000円を契約開始から９ヶ月目の終了前まで（１０ヶ月目が始まる前）
2 　乙は、本契約第２条に定める使用料金等について、所定の手続きにより書面をもって甲に代金支払いの請求をするものとします。甲は、乙が提出する請求書を受理した日から30日以内（以下「約定期間」という。）に請求金額を乙に支払うものとします。なお、支払方法は乙の指定する預金口座への振込送金とし、振込手数料及び次項に定める通貨での支払いに際し生じる一切の負担等は甲が負担するものとします。
3 　本契約に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とするものとします。

Article 6 (Late Payment Charge)
1 　乙は、甲が約定期間内に代金を支払わない場合、甲に対し遅延利息を請求することができるものとします。
2 　前項に定める遅延利息は、遅延日数１日につき年14.6%の割合で計算した額とします。但し、遅延利息の額が100円未満である場合及び100円未満の端数については、甲は前項の定めにかかわらず遅延利息を支払うことを要しないものとします。
3 　支払遅延が天災その他やむを得ない理由によると認められる場合、当該理由の継続する期間は約定期間に算入せず、また遅延利息を支払う日数に算入しないものとします。
4 　支払遅延が天災その他やむを得ない理由によると認められる場合を除き、甲が約定期間内に代金を支払わない場合、乙は第３条に定める保守の実施を停止することができるものとします。

Article 7 (契約不適合責任)
1 　乙は、要綱第６項に定める契約開始日から１年間は本ＤＢについて本契約に適合することを保証するものとします。
2 　前項に定める保証期間に本ＤＢに種類、品質または数量に関して契約の内容に適合しないこと（以下「契約不適合」という。）が発見された場合、甲は乙に対し相当の時期を定めて当該契約不適合の修正を請求することができるものとします。この場合、乙は直ちに当該契約不適合の修正を行うものとします。但し、甲は、本ＤＢにつき①本ＤＢが一般に公開されている情報に準ずるものであること、②乙が合理的に提供でき得る最新の情報が原状のまま提供されるものであること、③本ＤＢが甲の意図する特定の利用目的、事実との完全なる一致に至らないことがあること、④第三者の権利を侵害していないこと及び⑤その他いかなる完全性または正確性を保証するものではないことを予め承諾するものとします。
3 　甲および乙は、本契約締結前に甲が、乙から提供された本ＤＢのサンプルデータに契約不適合に相当する内容が存在しないことを承認したことについて相互に確認するものとします。

Article 8 (Prohibition of Reproductions)
Notwithstanding the termination or the expiration of this agreement, in the absent of written permission by B, A shall not engage in any of the following activities regardless of whether with or without consideration. 
(1)	Assigning the non-exclusive right to use this DB to a third party
(2)	Reproduction of any part or the entirety of this DB for the purpose of allowing its use by a third party regardless of whether the reproduction is made on a storage media, etc. on a printable substrate
(3)	Transferring, loaning or licensing any part or the entirety of this DB to a third party

Article 9 (Disclaimer and Liability to Third Parties)
1 　A shall bear the responsibility and expenses incurred to resolve any damage, lost earnings by A and damage from any claim of damage filed by a third party against A stemming from the use of this DB and shall hold B harmless from any inconvenience or damage.
2      A shall bear all responsibilities and expenses incurred to resolve any problems, among other troubles, resulting from the infringement of a third party’s right under any of the following situations and shall hold B harmless from any inconvenience or damage.
(1)	After using this DB for a purpose other than the one specified
(2)	After using this DB to create a secondary copyrighted work
3      If any problems occur as a result of any contact (including but not limited to phone or mail) by “A” to subjects listed in this DB, “A” shall be responsible for handling and resolving such problems.
4  	“A” shall assume responsibility when using this DB, such as in editing personal data stored in this DB or incorporating such data into an existing personal information database or any other database (defined under Article 2-2 of the Law regarding the Protection of Personal Information) owned by “A”, even if such use of this DB is within the scope of the purpose of use prescribed under this Agreement.
5   甲が前二項のいずれかに違反したことにより何らかの問題（本ＤＢの収録対象者の権利侵害に関する提訴等を含む）が生じた場合、また、当該問題により民事訴訟が生じた場合、甲自身が自らの責任と費用で解決するものとし、乙に対する求償行為を含む一切の迷惑、損害を及ぼさないものとします。

Article 10 (権利帰属)
本契約締結によって本ＤＢに係る日本及び甲所在地国で認められる著作権その他の産業財産権が甲に譲渡されるものではなく、当該権利の一切は乙または乙に権利を許諾した第三者に留保されるものとします。

Article 11 (Confidentiality)
甲及び乙は、本契約の内容及び本契約によって知り得た相手方の業務上の秘密を、本契約期間はもとより本契約終了後においても第三者に漏洩、開示してはならないものとします。但し、次の各号に定める事項の一つに該当する情報についてはこの限りではないものとします。
(1) 秘密保持義務を負うことなく既に保有している情報
(2) 秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報
(3) 相手方から提供を受けた情報によらず、独自に開発した情報
(4) 本契約に違反することなく且つ受領の前後を問わず公知となった情報
(5) 法令上の要請または政府機関からの要請により開示が義務付けられる情報

Article 12 (Term of Agreement)
The term of this agreement specified under Item 6 of the Outline. However, this Agreement shall be extended for successive periods of one year each unless either A or B gives the other a written notice of its intention to the contrary not later than three months prior to the expiration of the term of agreement.

Article 13 (Mid-term Cancellation)
This Agreement may not be cancelled before the expiration of the term prescribed in Item 6 of the Outline, except when a term has been extended pursuant to the provisory clause under the preceding article, during which this Agreement may cancelled before expiration by a written notice to the other party three months prior to cancellation.

Article 14 (Termination of Agreement)
１　甲または乙は、相手方が次の各号に定める事項の一つに該当する場合、何ら通知催告を要せず、本契約の全部または一部を解除することができるものとし、これにより被った損害の賠償を相手方に請求できるものとします。
(1) 本契約の条項に違反し、相当期間を定めた催告にも拘らず違反を是正しない場合
(2) 手形または小切手が不渡りとなった場合
(3) 差押、仮差押、仮処分または競売の申し立てがあった場合、もしくは租税滞納処分を受けた場合
(4) 破産、会社更生手続開始または民事再生の申し立てがあった場合、もしくは清算手続が開始された場合
(5) 解散または事業の全部もしくは重要な一部を第三者に譲渡しようとした場合
(6) 財産状態・信用状態が悪化し、またはそのおそれがあると認められる相当な事由がある場合
2	B may terminate this agreement if A violates the provisions under Article 4 or 8.

Article 15 (Return and Deletion)
本契約が次の各号に定める事項の一つに該当する事由により終了した場合、甲は本ＤＢを返却または消去し、その他本ＤＢに関連する資料、記録及び電子媒体等一切を乙に返却するものとします。
(1) When the term of agreement was not extended after A has issued a non-renewal notice pursuant to Article 12
(2) When B terminated this Agreement on the grounds that one of the items under Article 14 applies to A
(3) When the mid-term cancellation was exercised by A pursuant to the provisions under Article 13

Article 16 (Payment of Damages)
甲が本契約の規定に違反した場合、乙は本契約解除の有無にかかわらず、甲に対し乙が被った損害額に相応する金額を違約金として請求することができるものとします。甲は、乙より違約金の請求をされた場合、直ちに乙の指定する口座に全額現金で振込むものとします。

Article 17 (反社会的勢力等の排除）
１　甲及び乙は、次の各号に定める事項につき表明し、保証するものとします。
(1) 自ら（その役員及び従業員を含む）が、暴力団、あるいは暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団、もしくはこれらに準ずる者、または暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者その他反社会的勢力（以下、これらを総称して「反社会的勢力」という。）でないこと、及び今後もそうでないこと。
(2) 反社会的勢力との間で、直接または間接を問わず、かつ、名目の如何を問わず、資本上の関係（反社会的勢力が、自らの責に帰すべからざる事由により金融商品取引所（金融商品取引法第２条第16項に定めるものをいう）において市場取引で株式を取得した場合を除く）を有していないこと、及び今後も有しないこと。
(3) 反社会的勢力が、直接または間接を問わず、自らの経営に関与していないこと、及び今後も関与させないこと。
(4) 自らの行う事業に関し、暴力団員等の威力を利用し、財産上の不当な利益を図る目的で暴力団員等を利用し、または、暴力団員等の威力を利用する目的で暴力団員等を従事させていないこと、及び今後もさせないこと。
(5) 直接または間接を問わず、自らが暴力団員等に対して資金を提供し、便宜を供与し、または不当に優先的に扱うなどの関与をしていないこと、及び今後もしないこと。
(6) その他、反社会的勢力との間で、直接または間接を問わず、名目の如何を問わず、かつ、対価の有無を問わず、取引その他の接触（各都道府県その他地方公共団体の制定する暴力団排除条例その他反社会的勢力規制法令において規制される態様の取引その他の接触をいう）を行っていないこと、及び今後も行わないこと。
(7) 直接または間接を問わず、以下に掲げる行為を行っていないこと及び今後も行わないこと。
① 暴力的な要求行為
② 法的な責任を超えた不当な要求行為
③ 取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
④ 風説を流布し、偽計または威力を用いて信用を毀損し、または業務を妨害する行為
⑤ その他前①乃至④に準ずる行為
２　甲及び乙は、自らが前項各号に定める事項に違反し、または違反する恐れがあると判断した場合、相手方に対し直ちにその旨を通知するものとします。
３　甲及び乙は、相手方が第１項各号に定める事項または前項に違反していると合理的に判断される場合には、通知催告を要せず、かつ何らの賠償義務を負わず、直ちに本契約の全部または一部を解除することができるものとします。

Article 18 (Force Majeure)
In the event of any act of God, such as war, civil unrest, riot, natural disaster, government decree or labor dispute, that interferes with the execution of all or part of the rights and obligations under this Agreement, the execution of those rights and obligations may be suspended for the duration of any such event after a notice is issued promptly to the relevant party.

Article 19 (Amendment)
This Agreement may only be amended by a written document on which the duly authorized representative or agents of the two parties have placed their signatures and seals.

Article 20 (Mutual Consultations)
本契約に定めのない事項についてまたは本契約に疑義が生じた場合は、第22条第1項に定める準拠法に基づき、協議の上解決するものとします。

Article 21 (契約の解釈)
　　本契約は、日本語で作成され、英語に翻訳される。日本語版が正本であり、英語版は参考として作成されます。本契約の解釈及びこれら両言語版の間に矛盾抵触がある場合、日本語版が優先します。

Article 22 (準拠法)
１　本契約の準拠法は、日本法とします。
２　甲と乙は、本契約に基づき乙から甲に提供される個人データ（個人情報の保護に関する法律第2条第6項に定める「個人データ」をいいます。以下同じ。）に関し、個人情報保護法が同法75条に基づき甲に対して適用されることを相互に確認するものとします。

Article 23 (甲の講じる措置)
　　甲は、本契約に基づき乙から甲に提供される個人データに関し、本契約25条に基づく個人情報保護法の遵守のほか、個人情報保護法第24条に定める規則である同法施行規則第11条第1号に定める措置を確保するものとします。

Article 24 (Court of Jurisdiction)
本契約からまたはそれに関連して生じる全ての紛争は、東京地方裁判所における法的手続によってのみ解決されるものとします。東京地方裁判所は当該紛争について専属管轄を有するものとします。

Article 25 (個人情報保護法の遵守)
甲は、甲がAPECのCBPRシステムの認証を取得している場合を除き、本商品に含まれる個人データを取り扱うにあたり、個人情報保護法第15条から第35条までを遵守しなければならないものとします。但し、甲は以下の条文に定める「個人情報保護取扱事業者」に該当するものとします。
	Article 15 (利用目的の特定)
1 A personal information handling business operator shall, in handling personal information, specify the purpose of utilizing the personal information (hereinafter referred to as a “utilization purpose”) as explicitly as possible.
2 A personal information handling business operator shall, in case of altering a utilization purpose, not do so beyond the scope recognized reasonably relevant to the pre-altered utilization purpose.
Article 16 (利用目的による制限)
1 A personal information handling business operator shall not handle personal information without obtaining in advance a principal’s consent beyond the necessary scope to achieve a utilization purpose specified pursuant to the provisions under the preceding Article.
2 A personal information handling business operator shall, in case of having acquired personal information accompanied with succeeding a business from another personal information handling business operator because of a merger or other reason, not handle the personal information without obtaining in advance a principal’s consent beyond the necessary scope to achieve the pre-succession utilization purpose of the said personal information.
3 The provisions under the preceding two paragraphs shall not apply to those cases set forth in the following.
(i) cases based on laws and regulations 
(ii) cases in which there is a need to protect a human life, body or fortune, and when it is difficult to obtain a principal’s consent 
(iii) cases in which there is a special need to enhance public hygiene or promote fostering healthy children, and when it is difficult to obtain a principal’s consent 
(iv) cases in which there is a need to cooperate in regard to a central government organization or a local government, or a person entrusted by them performing affairs prescribed by laws and regulations, and when there is a possibility that obtaining a principal’s consent would interfere with the performance of the said affairs
Article 17 (適正な取得)
A personal information handling business operator shall not acquire personal information by deceit or other improper means.
Article 18 (取得に際しての利用目的の通知等)
1 A personal information handling business operator shall, in case of having acquired personal information except in cases where a utilization purpose has been disclosed in advance to the public, promptly inform a principal of, or disclose to the public, the utilization purpose.
2 A personal information handling business operator shall, notwithstanding the provisions under the preceding paragraph, in cases where it acquires, accompanied by concluding a contract with a principal, the principal’s personal information stated in a written contract or other document (including an electromagnetic record; hereinafter the same in this paragraph) or other similar cases where it acquires directly from a principal his or her personal information stated in a written document, state a utilization purpose explicitly to the said principal. This, however, shall not apply in cases where there is an urgent need to protect a human life, body or fortune.
3 A personal information handling business operator shall, in case of altering a utilization purpose, inform a principal of, or disclose to the public, a post-altered utilization purpose.
4 The provisions of the preceding three paragraphs shall not apply in those cases set forth in the following.
(i) cases in which there is a possibility that informing a principal of, or disclosing to the public, a utilization purpose would harm a principal or third party’s life, body, fortune or other rights and interests 
(ii) cases in which there is a possibility that informing a principal of, or disclosing to the public, a utilization purpose would harm the rights or legitimate interests of the said personal information handling business operator 
(iii) cases in which there is a need to cooperate in regard to a central government organization or a local government performing affairs prescribed by laws and regulations, and when there is a possibility that informing a principal of, or disclosing to the public, a utilization purpose would interfere with the performance of the said affairs 
(iv) cases in which it can be recognized, judging from the acquisitional circumstances, that a utilization purpose is clear
Article 19 (データ内容の正確性の確保等)
A personal information handling business operator shall strive to keep personal data accurate and up to date within the scope necessary to achieve a utilization purpose, and to delete the personal data without delay when such utilization has become unnecessary.
Article 20 (安全管理措置)
A personal information handling business operator shall take necessary and appropriate action for the security control of personal data including preventing the leakage, loss or damage of its handled personal data.
Article 21 (安全管理措置)
A personal information handling business operator shall, in having its employees handle personal data, exercise necessary and appropriate supervision over the employees so as to seek the security control of the personal data.
Article 22 (委託先の監督)
A personal information handling business operator shall, in case of entrusting a whole or part of the handling of personal data, exercise necessary and appropriate supervision over an entrusted person so as to seek the security control of the personal data of which the handling has been entrusted.
Article 23 (第三者提供の制限)
1 A personal information handling business operator shall, except in those cases set forth in the following, not provide personal data to a third party without obtaining in advance a principal’s consent.
(i) cases based on laws and regulations
(ii) cases in which there is a need to protect a human life, body or fortune, and when it is difficult to obtain a principal’s consent
(iii) cases in which there is a special need to enhance public hygiene or promote fostering healthy children, and when it is difficult to obtain a principal’s consent 
(iv) cases in which there is a need to cooperate in regard to a central government organization or a local government, or a person entrusted by them performing affairs prescribed by laws and regulations, and when there is a possibility that obtaining a principal’s consent would interfere with the performance of the said affairs
5 In those cases set forth in the following, a person receiving the provision of the said personal data shall not fall under a third party in regard to applying the provisions of each preceding paragraph.
(i) cases in which personal data is provided accompanied by a personal information handling business operator entrusting a whole or part of the handling of the personal data within the necessary scope to achieve a utilization purpose
(ii) cases in which personal data is provided accompanied with business succession caused by a merger or other reason
(iii) cases in which personal data to be jointly utilized by a specified person is provided to the specified person, and when a principal has in advance been informed or a state has been in place where a principal can easily know to that effect as well as of the categories of the jointly utilized personal data, the scope of a jointly utilizing person, the utilization purpose for the utilizing person and the name or appellation of a person responsible for controlling the said personal data
6 A personal information handling business operator shall, in case of altering a utilization purpose for a utilizing person or the name or appellation of a person responsible for controlling personal data prescribed in item (iii) of the preceding paragraph, in advance inform a principal of the contents to be altered or put them into a state where a principal can easily know.
Article 24 (外国にある第三者への提供の制限)
Article 24 A personal information handling business operator, except in those cases set forth in each item of the preceding Article, paragraph (1), shall, in case of providing personal data to a third party (excluding a person establishing a system conforming to standards prescribed by rules of the Personal Information Protection Commission as necessary for continuously taking action equivalent to the one that a personal information handling business operator shall take concerning the handling of personal data pursuant to the provisions of this Section; hereinafter the same in this Article) in a foreign country (meaning a country or region located outside the territory of Japan; hereinafter the same) (excluding those prescribed by rules of the Personal Information Protection Commission as a foreign country establishing a personal information protection system recognized to have equivalent standards to that in Japan in regard to the protection of an individual’s rights and interests; hereinafter the same in this Article), in advance obtain a principal’s consent to the effect that he or she approves the provision to a third party in a foreign country. In this case, the provisions of the preceding Article shall not apply.
Article 27 (保有個人データに関する事項の公表等)
1 A personal information handling business operator shall, concerning its retained personal information, put those matters set forth in the following into a state where a principal can know (including those cases in which it, at the request of a principal, responds without delay).
(i) the name or appellation of the said personal information handling business operator
(ii) the utilization purpose of all retained personal data (excluding those cases falling under item (i) through item (iii) of Article 18, paragraph (4))
(iii) the procedures for responding to a request pursuant to the provisions of the succeeding paragraph or a demand pursuant to the provisions of the succeeding Article, paragraph (i); Article 29, paragraph (1); or Article 30, paragraph (1) or paragraph (3) (including, when the amount of a fee has been decided pursuant to the provisions of Article 33, paragraph (2), the amount of the fee)
(iv) besides those set forth under the preceding three items, those prescribed by cabinet order as a necessary matter to ensure the proper handling of retained personal data
2 A personal information handling business operator shall, when requested by a principal to get informed of a utilization purpose of retained personal data that can identify the principal, inform the said principal thereof without delay. This, however, shall not apply in those cases falling under any of each following item.
(i) cases in which the utilization purpose of retained personal data that can identify the said principal is clear pursuant to the provisions of the preceding paragraph
(ii) cases falling under item (i) through item (iii) of Article 18, paragraph (4)
3 A personal information handling business operator shall, when having been requested based on the provisions of the preceding paragraph but decided not to inform a principal of the utilization purpose of retained personal data, inform the principal to that effect without delay.
Article 28 (開示)
1 A principal may demand of a personal information handling business operator disclosing retained personal data that can identify him or herself.
2 A personal information handling business operator shall, when having received a demand pursuant to the provisions of the preceding paragraph, disclose retained personal data to a principal without delay pursuant to a method prescribed by cabinet order. However, in cases where disclosing such data falls under any of each following item, a whole or part thereof may not be disclosed.
(i) cases in which there is a possibility of harming a principal or third party’s life, body, fortune or other rights and interests
(ii) cases in which there is a possibility of interfering seriously with the said personal information handling business operator implementing its business properly
(iii) cases of violating other laws or regulations
3 A personal information handling business operator shall, when having decided not to disclose a whole or part of retained personal data in connection with a demand pursuant to the provisions of paragraph (1) or when the retained personal data does not exist, inform a principal thereof without delay.
4 In cases where a whole or part of retained personal data that can identify a principal is to be disclosed to the principal pursuant to the provisions of other laws or regulations using a method equivalent to that prescribed in the main clause of paragraph (2), the provisions of paragraph (1) and paragraph (2) shall not apply in regard to the said whole or part of retained personal data.
Article 29 (訂正等)
1 A principal may, when the contents of retained personal data that can identify the principal are not factual, demand of a personal information handling business operator making a correction, addition or deletion (hereinafter referred to as a “correction etc.” in this Article) in regard to the contents of the retained personal data.
2 A personal information handling business operator shall, in case of having received a demand pursuant to the provisions of the preceding paragraph except in cases where special procedure concerning a correction etc. of the contents is prescribed by the provisions of other laws or regulations, conduct a necessary investigation without delay to the extent necessary to achieve a utilization purpose and, based on the result thereof, make a correction etc. of the contents of the retained personal data.
3 A personal information handling business operator shall, when having made a correction etc. on a whole or part of the contents of the retained personal data in connection with a demand pursuant to the provisions under paragraph (1) or when having made a decision not to make a correction etc., inform a principal without delay to that effect (including, when having made a correction etc., the contents thereof).
Article 30 (利用停止等)
1 A principal may, when retained personal data that can identify the principal is being handled in violation of the provisions of Article 16 or has been acquired in violation of the provisions of Article 17, demand of a personal information handling business operator a utilization cease or deletion (hereinafter referred to as a “utilization cease etc.” in this Article) of the retained personal data.
2 A personal information handling business operator shall, in case of having received a demand pursuant to the provisions of the preceding paragraph and when it has become clear that there is a reason in the demand, fulfill a utilization cease etc. of the said retained personal data to the extent necessary to redress a violation without delay. This, however, shall not apply in cases where a utilization cease etc. of the said retained personal data requires a large amount of expenses or other cases where it is difficult to fulfil a utilization cease etc. and when necessary alternative action is taken to protect a principal’s rights and interests.
3 A principal may, when retained personal data that can identify the principal is being provided to a third party in violation of the provisions of Article 23, paragraph (1) or Article 24, demand of a personal information handling business operator ceasing a third-party provision of the retained personal data.
4 A personal information handling business operator shall, in case of having received a demand pursuant to the provisions of the preceding paragraph and when it has become clear that there is a reason in the demand, cease a third-party provision of the retained personal data without delay. This, however, shall not apply in cases where ceasing a third-party provision of the said retained personal data requires a large amount of expenses or other cases where it is difficult to cease a third-party provision and when necessary alternative action is taken to protect a principal’s rights and interests.
5 A personal information handling business operator shall, when having fulfilled a utilization cease etc. or decided not to fulfill a utilization cease etc. of a whole or part of retained personal data in connection with a demand pursuant to the provisions of paragraph (1), or when having ceased a third-party provision or decided not to cease a third-party provision of a whole or part of retained personal data in connection with a demand pursuant to the provisions of paragraph (3), inform a principal to that effect without delay.
Article 31 (理由の説明)
A personal information handling business operator shall, in case of informing a principal to the effect that, as regards a whole or part of action requested or demanded by the principal pursuant to the provisions of Article 27, paragraph (3); Article 28, paragraph (3); Article 29, paragraph (3); or the preceding Article, paragraph (5), the action will not be taken, or to the effect that different action from the said action will be taken, strive to explain a reason therefor to the said principal.
Article 32 (開示等の請求等に応じる手続)
1 A personal information handling business operator may, as regards a request pursuant to the provisions of Article 27, paragraph (2) or a demand pursuant to the provisions of Article 28, paragraph (1); Article 29, paragraph (1); Article 30, paragraph (1) or paragraph (3) (hereinafter referred to as a “demand etc. for disclosure etc.” in this Article and Article 53, paragraph (1)), decide on a method of receiving a request or demand pursuant to those prescribed by cabinet order. In this case, a principal shall make a demand etc. for disclosure etc. in accordance with the method.
2 A personal information handling business operator may, as regards a demand etc. for disclosure etc., request a principal to present a matter sufficient to specify retained personal data subject to the demand etc. In this case, a personal information handling business operator shall take appropriate action in consideration of a principal’s convenience such as providing information conducive to specify the retained personal data so that the principal would be able to easily and precisely make a demand etc. for disclosure etc.
3 A demand etc. for disclosure etc. may be made through an agent pursuant to those prescribed by cabinet order.
4 A personal information handling business operator shall, in establishing a procedure for responding to a demand etc. for disclosure etc. based on the provisions of the preceding three paragraphs, give consideration so as not to impose excessive burden on a principal.
Article 33 (手数料)
1 A personal information handling business operator may, when having been requested to inform of a utilization purpose pursuant to the provisions of Article 27, paragraph (2) or when having received a demand for disclosure pursuant to the provisions of Article 28, paragraph (1), collect a fee in relation to taking such action.
2 A personal information handling business operator shall, in case of collecting a fee pursuant to the provisions of the preceding paragraph, decide on the amount of the fee within a range recognized as reasonable considering actual expenses.
Article 35 (個人情報取扱事業者による苦情の処理)
1 A personal information handling business operator shall strive to deal appropriately and promptly with a complaint about the handling of personal information.
2 A personal information handling business operator shall strive to establish a system necessary to achieve a purpose under the preceding paragraph.
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